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出典：裁判所ホームページ（https://www.courts.go.jp）の裁判例情報をもとに作成 
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結果 棄却   
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判示事項 営業利益分配契約的要素を具有する建物の賃貸借契約と借家法（昭和四一年法

律第九三号による改正前のもの）七条 

裁判要旨 建物の賃貸借契約が営業利益分配契約的要素を具有するものであり、その賃料

額が営業売上金額に一定の歩合率を乗じて算出されることになつている場合で

あつても、借家法（昭和四一年法律第九三号による改正前のもの）七条本文所

定の要件を充足するときは、当事者は、その賃料の増減額を請求することがで

きる。 

 

全 文 

主    文 

 本件上告を棄却する。      

 上告費用は上告人の負担とする。 

理    由 

 上告代理人関口保二、同関口保太郎、同多比羅誠の上告理由第一点および第二点について。 

原審の確定した事実関係は、挙示の証拠関係に照らして、首肯することができないものでは

ない。そして、右事実関係よりみれば、被上告人と上告人との間の本件店舗の賃貸借契約が営

業利益分配契約的要素をも具有しているものであることは、所論のとおりである。しかしなが

ら、建物の賃貸借契約が営業利益分配契約的要素を具有しているということだけでは、直ち

に、借家法（昭和四一年法律第九三号による改正前のもの）七条の適用を否定する理由となる

ものではなく、また、所論のスライド約定も同条但書にいう賃料不増額の特約にあたるものと

はいえないから、賃料につき本件のような約定のある建物の賃貸借契約においても、同条本文

所定の要件を充足するときは、当事者はその質料の増減額を請求することができるものと解

すべきである。したがつて、以上と同旨の見解に立つ原審の解釈判断は正当であり、原判決に

所論の違法はない。論旨は、ひつきよう、独自の見解に立つて原判決を非難するものにすぎ

ず、採用することができない。 

同第三点について。 

原審の口頭弁論調書によれば、上告人は、原審において、第一審判決事実摘示記載のとおり

第一審口頭弁論の結果を陳述したにとどまり、その余の主張を陳述していないものと認めら

れるから、右事実摘示に記載されていない所論の主張は、上告人が原審において陳述しなかつ

たものといわなければならない。そして、原審において陳述しなかつた主張については、原審

の判断遺脱をいうことは許されない。したがつて、原判決に所論の違法はなく、論旨は採用す

ることができない。 

よつて、民訴法四〇一条、九五条、八九条に従い、裁判官全員の一致で、主文のとおり判決
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する。 

（裁判長裁判官 下田武三 裁判官 岩田誠 裁判官 大隅健一郎 裁判官 藤林益三 裁

判官 岸盛一） 

 

 

※参考：判例時報 648 号 63 頁 

 

 


